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野村日本スマートシティ株投資 

愛称:にっぽんの未来 
 

償還運用報告書（全体版） 
 

第10期 (償還日2021年３月23日) 
 

作成対象期間 (2020年３月24日～2021年３月23日) 

 
受益者のみなさまへ 

 
平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
このたび、約款の規定にもとづき償還決算を行い、償還価額が決定いたしました。 
ここに設定日から償還までの運用経過をご報告いたしますとともに、ご愛顧に対し 
厚く御礼申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2011年５月25日から2021年３月23日までです。 

運 用 方 針 

エネルギー・資源の効率的な利用に寄与すると考えられるわが国の企業の株式を主要投資対象とし、信託財産の成長を図ることを目
的として積極的な運用を行うことを基本とします。 
株式への投資にあたっては、事業環境、企業の競争力および収益力等のファンダメンタルズ分析に基づき投資銘柄を選定します。ま
た、バリュエーション、流動性等を考慮して、組入比率を決定します。 

主な投資対象 エネルギー・資源の効率的な利用に寄与すると考えられるわが国の企業の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 
株式への投資割合には制限を設けません。 
外貨建て資産への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益等から、基準価額水準等を勘案して分配します。留保益の
運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 
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野村日本スマートシティ株投資 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

東証株価指数 
( T O P I X ) 

期 中 
騰 落 率 

 円 銭 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

６期(2017年３月23日) 15,598    320 13.1 1,530.41 12.2 97.8 － 3,703 

７期(2018年３月23日) 17,281    450 13.7 1,664.94 8.8 97.3 － 3,494 

８期(2019年３月25日) 14,984    280 △11.7 1,577.41 △ 5.3 97.2 － 2,741 

９期(2020年３月23日) 11,645    130 △21.4 1,292.01 △18.1 95.6 － 1,824 

(償還時) (償還価額)        

10期(2021年３月23日) 19,124.26 － 64.2 1,971.48 52.6 － － 2,325 
 
＊ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

東証株価指数 
( T O P I X ) 

騰 落 率 

(期  首) 円 銭 ％  ％ ％ ％ 

2020年３月23日 11,645    － 1,292.01 － 95.6 － 

３月末 13,101    12.5 1,403.04 8.6 95.2 － 

４月末 13,800    18.5 1,464.03 13.3 96.2 － 

５月末 14,673    26.0 1,563.67 21.0 97.0 － 

６月末 14,773    26.9 1,558.77 20.6 97.6 － 

７月末 14,569    25.1 1,496.06 15.8 98.0 － 

８月末 15,241    30.9 1,618.18 25.2 98.6 － 

９月末 15,742    35.2 1,625.49 25.8 96.8 － 

10月末 15,461    32.8 1,579.33 22.2 97.2 － 

11月末 17,780    52.7 1,754.92 35.8 97.3 － 

12月末 18,588    59.6 1,804.68 39.7 97.5 － 

2021年１月末 18,774    61.2 1,808.78 40.0 97.8 － 

２月末 18,615    59.9 1,864.49 44.3 97.8 － 

(償還時) (償還価額)      

2021年３月23日 19,124.26 64.2 1,971.48 52.6 － － 
 
＊ 騰落率は期首比です。 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

 

 
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパ

フォーマンスを示すものです。作成期首（2020年３月23日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異

なります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注） 参考指数は、東証株価指数（TOPIX）です。参考指数は、作成期首（2020年３月23日）の値が基準価額と同一となるように計算してお

ります。 
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 
＊基準価額は64.2％の上昇 
基準価額は、期首11,645円から期末19,124.26円に7,479.26円の値上がりとなりました。 

 
①の局面（期首～10月下旬） 
（上昇） 日本政府から緊急事態宣言が出されたものの、今後の国内の新型コロナウイルス感染

者数の増加に歯止めがかかると期待されたこと 
（上昇） 新型コロナウイルスのワクチン開発報道が相次いだことや国内外の経済活動再開によ

る景気回復期待が高まったこと 
（下落） 米国で新型コロナウイルスの新規感染者数の増加ペースが速まったことなどで、利益

確定の動きが強まったこと 
（上昇） 米中の景気指標が改善したことや、新型コロナウイルスのワクチン供給への期待が高

まったこと 
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（上昇）安倍前政権を継承した菅新政権が誕生し、今後の景気対策への期待が高まったこと 
（下落） 欧州の新型コロナウイルス新規感染者数の拡大が続いたことでドイツ、フランスなど

主要国での行動制限が強化されるなど、景気の先行きへの懸念が高まったこと 
 
②の局面（10月下旬～期末） 
（上昇） 米国大統領選挙において民主党のバイデン氏勝利との見方が強まったことで投資家心

理が改善したことや、米大手製薬会社の新型コロナウイルスワクチンが高い有効性を
示したことで世界的な経済活動回復への期待が広がったこと 

（上昇） 米国などにおける新型コロナウイルスのワクチン接種開始を受けて世界経済の正常化
に向けた期待が高まったことや、国内外の堅調な経済指標により経済の回復が続いて
いることが確認されたこと 

（上昇） 米国において大統領、上院、下院いずれも民主党が制す「トリプルブルー」が決定的
となったことで大型の経済対策などへの期待が高まったこと 

（下落）米国の長期金利が大幅上昇したことなどで金利動向への警戒感が高まったこと 
（上昇） 米国の1.9兆ドル規模の追加経済対策が下院を通過したことで、経済活動の正常化へ

の期待が高まったこと 
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○投資環境 
期首は、欧米の新型コロナウイルス感染者数増加ペースが鈍化したことや、今後の国内感

染者数増加に歯止めがかかるとの期待感が高まったことなどで、国内株式市場は堅調に推移
しました。４月下旬にかけては、米国の原油先物急落などを受けて下落する局面もありまし
たが、日銀の金融緩和強化や米国の一部地域での経済活動再開の動きが好感され上昇しまし
た。 
５月は、国内の新型コロナウイルスの新規感染者数減少や、ワクチン開発報道が相次いだ

ことなどから、国内外の経済活動再開による景気回復期待が高まったことや、国内全域での
緊急事態宣言解除などが好感され、国内株式市場は上昇しました。 
６月に入ると、世界的な新型コロナウイルスの感染再拡大への不安や、経済活動再開によ

る景気回復期待が交錯する形となり、一進一退で推移しました。米国の４－６月期実質GDP
（国内総生産）成長率が前期比で過去最大の落ち込みとなったことや米中対立が再度激化する
との懸念が高まったことで、７月末にかけて下落しました。 
８月は、国内企業の2020年度４－６月期決算が前年同期比大幅減益ながら市場の想定を上

回った結果となったことや、新型コロナウイルスのワクチン供給への期待感から、国内株式
市場は上昇しました。その後は、安倍首相が辞任を表明したことで大きく下落する場面もあ
りましたが、安倍前政権を継承した菅新政権の誕生で今後の景気対策への期待感などから買
い安心感につながり、国内株式市場は堅調に推移しました。 
東証のシステム障害による終日売買停止というアクシデントから始まった10月の国内株式

市場は、米国大統領選の行方を見極めたいとの見方から投資家の様子見姿勢が強まっていた
ところへ、欧州の新型コロナウイルス新規感染者数の拡大が続いたことでドイツ、フランス
など主要国での行動制限が強化されるなど、景気の先行きへの懸念が高まったことなどから
下落しました。 

11月に入ると、米国大統領選挙において民主党のバイデン氏勝利との見方が強まったこと
で投資家心理が改善したほか、米大手製薬会社の新型コロナウイルスワクチンが高い有効性
を示したことで世界的な経済活動回復への期待が広がり、国内株式市場は月間で二桁を超え
る上昇率となりました。 

12月は、新型コロナウイルス変異株の発生やロンドンなど主要都市でのロックダウン（都
市封鎖）の動きを受けて下落する場面もありましたが、米国での追加経済対策成立や英国と
EU（欧州連合）の通商協定合意などが好感されたことなどから、国内株式市場は上昇しまし
た。 

2021年１月は、米国において大統領、上院、下院いずれも民主党が制す「トリプルブルー」
が決定的となったことで大型の経済対策などへの期待が高まりました。一方、国内では首都
圏などを対象地域とした緊急事態宣言の再発出によって景気への影響が懸念される場面が見
られたことや、日経平均株価が30年来の高値水準となったことで警戒する見方が広がったこ
となどもあり、国内株式市場は小幅な上昇にとどまりました。 
２月は、海外で新型コロナウイルスワクチンの普及が進んだことや世界的に新規感染者数

が減少傾向となったことに加えて、国内でワクチン接種が開始されたことなどが好感されま
した。 
期末にかけては、米国の長期金利が大幅上昇したことなどで金利動向への警戒感が高まり

ましたが、経済活動の正常化への期待から、国内株式市場は上昇しました。 
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○当ファンドのポートフォリオ 
・株式組入比率 

期を通じて概ね高位を維持しましたが、2021年３月12日に償還に向けて保有銘柄の全売却
を実施しました。 
 
・期中の主な動き 

（１） 当ファンドでは、将来的に「スマートシティ」（地球環境に優しい状態を、エネル
ギー・資源の効率的な利用を可能とする技術の活用により実現した都市）を実現するた
め、エネルギー・資源の効率的な利用（再生可能エネルギーの開発・普及など）に寄与
すると考えられる企業として、①住宅ビル関連 ②輸送機器関連 ③素材・インフラ関連 
④クリーンエネルギー関連の４事業分野のいずれかに従事する企業を主な投資対象とし、
銘柄選択にあたっては、競争力、業績動向、バリュエーション（投資価値評価）などを
考慮してポートフォリオを構築しました。 

（２） 2021年３月12日に償還に向けた保有銘柄の全売却を行いました。期末時点における保有
銘柄はございません。 

 
○当ファンドのベンチマークとの差異 
当ファンドは運用の目標となるベンチマー

クを設けておりません。 
コメント・グラフは、基準価額と参考指数

の騰落率の対比です。 
参考指数としている東証株価指数（TOPIX）

の騰落率が52.6％の上昇となったのに対して、
基準価額は64.2％の上昇となりました。 
 

（主なプラス要因） 
市場平均よりも多めに保有していたJSR、

豊田自動織機、信越化学工業、ダイキン工業、
レノバなどが値上がりしたこと 
 

（主なマイナス要因） 
市場平均よりも少なめに保有していたソフ

トバンクグループなどが市場平均に比べて騰
落率が上回ったこと。 
市場平均よりも多めに保有していた大阪瓦

斯、KDDI、関電工などが市場平均に比べて騰落率が下回ったこと。 
保有していなかったソニーなどが値上がりしたこと。 

 

 

◎分配金 

償還のため分配は行いませんでした。 

 



u140531_00_3856353712105.docx 

― 6 ― 

野村日本スマートシティ株投資 

◎設定来の運用経過 

 

 

○基準価額の主な変動要因 
基準価額は、設定時10,000円が償還時19,124.26円となりました。設定来お支払いした分配

金は、１万口当たり2,180円となりました。 
 
第１期（2011年５月25日～2012年３月23日） 
（上昇） 震災後停滞していた企業の生産活動や物流が徐々に復旧してきたことなどによって株

式市場の大幅な下落に対する過度の警戒感が緩和したこと、６月の米ISM製造業景気
指数が前月より改善したことを受け米景気に対する先行き悪化懸念が和らいだこと、
関東圏における夏の電力制限に向けて節電需要の本格化によりエアコンなど関連商品
の販売が堅調に推移したこと 

（下落） 米雇用統計が市場予想を下回ったこと、米連邦債務の上限引き上げを巡る協議が難航
したこと、欧米財政問題を背景に円が対ドルおよび対ユーロで上昇したこと、FRB
（米連邦準備制度理事会）による「景気見通しに著しい下振れリスクがある」との指
摘などで景気の先行きに不透明感が台頭したこと 

（上昇） ユーロ圏諸国への資金支援を目的とするEFSF（欧州金融安定基金）の機能拡充をは
じめとした欧州債務問題の対策に進展が期待されたこと、７－９月期の米実質GDP成
長率などの経済指標が市場予想を上回り、金融危機および景気減速に対する過度の懸
念が後退したこと 

（下落） 大手光学機器メーカーが過去の有価証券の含み損を隠すために粉飾決算を行っていた
と発表したことから、日本の企業統治に対する信頼感の低下などを背景に、市場全般
に投資を回避する動きが強まったこと、イタリアやスペインの国債利回り上昇（価格
下落）や、ドイツ10年国債入札が募集額を大幅に下回ったことなどを背景に、欧州債
務問題が引き続き相場の重石となったこと 
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（上昇） IMF（国際通貨基金）のイタリア支援報道や、米クリスマス商戦の出足好調などが好
感されたこと、日米欧の主要中央銀行が米ドル資金供給を拡充するための協調対応策
で合意したこと 

（下落） 大手格付会社による欧州各国の国債格下げの可能性があらためて浮上したことや、
FOMC（米連邦公開市場委員会）において新たな金融緩和策への言及がなかったこと、
北朝鮮の金正日総書記の死去を受け地政学的リスクの高まりが懸念されたこと 

（上昇） 良好な欧米経済指標の発表から世界景気の先行きに対する過度な不安が和らいだこと
に加え、順調なフランス、スペインの国債入札を受け、対ドル・対ユーロで円安が進
んだこと、日銀による追加的な金融緩和策の発表で景気回復の期待が高まったこと 

 
第２期（2012年３月24日～2013年３月25日） 
（下落） 欧州の債券市場でスペイン債やイタリア債が下落し、欧州における財政悪化への懸念

が高まったこと、米雇用統計において非農業部門雇用者数の伸びが市場予想を下回り、
米景気に対する楽観ムードが一服したこと、欧州では仏大統領選の第１回投票で社会
党のオランド氏の得票率がサルコジ大統領を上回ったことや、オランダのルッテ首相
が辞職の意向を表明したことをきっかけに、欧州の政情の見通しが不安定となり欧州
債務問題の進展を妨げかねないという懸念が広がったこと 

（上昇）米国で市場予想を上回る経済統計が相次ぎ、米景気への楽観的な見方が広がったこと 
（下落） 財政危機に陥っているスペインの10年国債の利回りが中長期の財政運営が困難とされ

る７％の水準を突破するなど、欧州情勢を巡る不透明感が一段と強まったこと、
LIBOR（ロンドン銀行間貸出レート）の不正操作疑惑が各国に広がったこと 

（上昇） 米国の景気回復を示唆する経済統計が発表されたこと 
（下落） ８月のユーロ圏景況感指数をはじめ、７月の日本の鉱工業生産（速報値）がそれぞれ

軟調であったことを背景に、世界的な景気の減速懸念が高まったこと 
（上昇） ECB（欧州中央銀行）が無制限に国債を購入するプログラムに踏み切ったことや、

FRBがQE３（量的緩和第３弾）の実施を決定するなど、各国中央銀行の金融緩和策
が市場に流動性を供給したこと 

（下落） 世界銀行が中国の2012年の成長見通しを下方修正したことをきっかけに世界景気の減
速に対する警戒感が一段と高まり投資家心理が悪化したこと 

（上昇）９月米住宅着工件数や米小売売上高などの経済指標が改善傾向を維持していることや、
７－９月の中国国内総生産が市場の予想並み（前年同期比7.4％増）に着地したこと
を受け、世界景気に対する過度な悲観論が後退したこと 

（下落） 米国の主要な製造業が相次いで業績見通しを引き下げたこと、米国で大型減税の失効
と歳出削減が同時に起こる「財政の崖」問題への警戒や、ギリシャ債務削減などを契
機とした南欧債務問題の再燃に対する懸念が高まったこと、日本の７－９月期の実質
GDPが前期比で３四半期ぶりのマイナス成長となったこと 

（上昇） 衆議院が解散し、総選挙後の政権が脱デフレに向けて積極的な追加金融緩和策を打ち
出すと期待されたこと、外国為替市場では円が主要通貨に対して下落したため、輸出
関連企業の業績改善の期待が高まったこと 
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（上昇） FRBが量的金融緩和の拡充を発表したことをきっかけに、日銀もFRBに追随し追加金
融緩和に踏み切るとの思惑が強まったこと、衆議院選挙で自民党が圧勝し、次期政権
が大胆な金融緩和や景気刺激策などを実行するとの期待が高まったこと 

（上昇） 米国の上下両院で「財政の崖」を回避する法案が可決されたことをきっかけに投資家
心理が改善したこと、2013年度の予算案が閣議決定したことにより、政策による経済
押し上げ効果を期待されたこと 

（上昇） 日銀次期総裁に金融緩和に積極的な黒田東彦氏が就任することが決まり、市場での追
加金融緩和期待が高まったこと 

 
第３期（2013年３月26日～2014年３月24日） 
（上昇） 安倍内閣の誕生による政策転換と、日銀の金融政策決定会合で市場の期待を上回る

「量的・質的金融緩和」を導入したことを背景に、円安が進行して輸出関連銘柄が上
昇したことや、金融緩和の恩恵を受けやすい不動産業株を筆頭に幅広い銘柄が上昇し
たこと 

（上昇） 欧州債務問題に対応した政策当局の財政赤字削減策、金融緩和策が功を奏し、海外の
金融市場が落ち着きを取り戻したこと 

（下落） 2012年末から一本調子で続いた株価急騰により、日本の株式市場の過熱感が非常に強
まっていたこと 

（下落） FRBが量的金融緩和策からの出口を模索すると表明したことによって、長期金利急上
昇や新興国通貨安など世界の金融市場が動揺したこと 

（上昇） 2020年の東京オリンピック開催が決定し、国内インフラ整備など長期的な経済効果に
対する期待感が高まったこと 

（上昇） 日米金融当局の政策の方向性の違いから日米金利差が拡大したことで円安の流れが強
まり、為替に敏感な電気機器株が上昇したこと 

（下落） 中国経済への先行き懸念やウクライナの政情不安による地政学的リスクの高まりなど
をきっかけに新興国経済に対する懸念が広がり、金融市場でのリスク回避の動きから、
円高・株安が進んだこと 

（上昇）日銀の追加金融緩和策に対する期待が高まり、円高進行に歯止めがかかったこと 
 
第４期（2014年３月25日～2015年３月23日） 
（下落） ウクライナにおける地政学的リスクの高まりに加えて、米国によるイラクへの空爆決

定などを背景に投資家のリスク回避姿勢が強まったこと 
（下落）日銀の追加金融緩和に対する期待が後退したこと 
（下落） 国内主要エレクトロニクスメーカーの新年度の業績見通しを見極めたいとの動きが強

まったこと 
（上昇） ウクライナを巡るロシアの欧米への態度に軟化が見られたことや米国の経済指標の改

善で投資家心理が改善したこと 
（上昇） FRBが利上げに向けて議論を活発化させ円安ドル高が進行し、円安の恩恵を受けるエ

レクトロニクス関連銘柄の株価が上昇したこと 
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（上昇） 内閣改造を受けてGPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）の改革が一段と進むと
の期待が高まったこと 

（下落） 欧州景気の後退懸念から世界景気の先行き不透明感が強まったことや、米国の利上げ
時期が早まるとの見方が広がったこと 

（上昇） 日銀が追加金融緩和を電撃的に発表し、為替が大きく円安となったこと、消費税再増
税の延期が決定したこと、中国人民銀行の利下げや欧州中央銀行の緩和期待など世界
的に金融緩和傾向が続いたこと 

（下落） 原油価格の下落を受けてエネルギー関連の設備投資やロシアなど資源国の経済見通し
に対して不透明感が台頭したこと 

（上昇）ECBが量的金融緩和の導入を決定したこと 
（上昇）企業業績の拡大や企業統治改革、資本効率の改善などに対する期待が高まったこと 
 
第５期（2015年３月24日～2016年３月23日） 
（上昇） 欧州株や中国株が堅調に推移していたことや、円安の進展などによって個別企業の業

績拡大が期待されたこと 
（下落）米国の１－３月期実質GDP成長率が減速したこと 
（上昇）中国人民銀行での追加利下げの発表により、世界的な金融緩和策が継続されたことや、

2014年度の個別企業業績が堅調であったこと 
（下落） ギリシャの国民投票で財政緊縮策に対する反対派が勝利したことで、同国の債務問題

の先行き不透明感が強まったこと 
（上昇） ユーロ圏首脳がギリシャ金融支援策で基本合意したことや中国株式市場の下落に歯止

めがかかったこと 
（下落） 中国人民銀行が人民元の実質的な切り下げを発表し、中国の景気減速が意識されたこ

とや、周辺国への波及も含めた世界経済への悪影響が懸念されたこと 
（下落） ８月の中国製造業PMI（購買担当者景気指数）が軟調であったことなど、中国経済の

減速が引き続き懸念されたこと 
（上昇） ECBが追加金融緩和に踏み切ることを示唆したことや、中国人民銀行が追加金融緩和

を発表したことで、世界的な金融緩和による株価急落への歯止めが期待されたこと 
（上昇） 中国など新興国経済の減速から不安視されていた2015年度上期の企業業績が概ね堅調

となったことや、10月の米国雇用統計の改善などを受け円安ドル高が進行したこと 
（下落） ECB理事会における追加金融緩和策が市場の期待に届かず、中国経済の悪化懸念や人

民元安を受けて中国株式市場が大幅に下落したこともあり、投資家のリスク回避姿勢
が強まったこと 

（下落）原油価格の下落に歯止めがかからず、世界経済全体への悪影響が懸念されたこと 
（上昇） ECBが将来の金融緩和を再び示唆したことや、日銀金融政策決定会合において初めて

マイナス金利の導入が決定されるなど、世界的な金融緩和の流れが継続されたこと 
（下落） 急激に円高が進行したことなどから、輸出関連株などの幅広い業種で業績悪化が懸念

されたこと 
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第６期（2016年３月24日～2017年３月23日） 
（上昇） 日銀による追加金融緩和期待に加え、原油などの資源価格が総じて堅調に推移し、世

界的なリスク回避姿勢が弱まったこと 
（下落）製造業中心に円高を主な要因として新年度の減益見通しが多く見られたこと 
（上昇） 日本での主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）を受けて消費増税延期や大型補正予算

など今後の政策への期待が広がったことや円安が進んだこと 
（下落） 英国のEU離脱を問う国民投票で離脱派の勝利が決定したことを受け、運用リスクを

避ける動きが鮮明となったこと 
（上昇） 米国株が過去最高値を更新したことや参議院議員選挙での与党勝利を受けて政府によ

る大規模な景気対策への期待が高まったこと 
（下落） 米大統領選挙において共和党のトランプ氏の当選が濃厚となりリスク回避の動きが強

まったこと 
（上昇） トランプ氏の勝利宣言を受けて財政拡大による景気押し上げ政策などへの期待が高

まったことや、為替市場で急速に円安ドル高が進んだこと 
（上昇） 米国において１年ぶりの利上げが決定され日米金利差拡大から円安ドル高が進行した

こと 
（上昇） トランプ米大統領による法人税減税やインフラ投資政策への期待、堅調な企業決算な

どから米国株式が最高値を更新したこと 
 
第７期（2017年３月24日～2018年３月23日） 
（下落） 米国によるシリア攻撃や北朝鮮情勢の緊迫化など地政学的リスクが高まったことなど

から、リスク回避の動きが強まったこと 
（上昇） 仏大統領選においてEU離脱に消極的なマクロン氏が勝利したことに加え、米議会に

おいて予算案が暫定的な合意に達するなど政治的なリスクが低下したこと 
（上昇） 日本企業の2017年３月期決算が概ね良好な結果となったほか、米国株式市場が過去最

高値を更新したこと 
（下落） 北朝鮮がグアム沖へのミサイル発射を示唆したことから米国と北朝鮮との関係が緊迫

化し、リスク回避の動きが強まったこと 
（上昇） FOMCにおいて保有資産縮小が決定されたことなどから米国金利が上昇し、１ドル

112円台まで円安が進んだことから輸出関連株を中心に上昇したこと 
（上昇） 衆議院議員総選挙において与党圧勝となり、政権の安定を好感する買いが膨らんだこ

と 
（下落） 日経平均株価が一時26年ぶりの高値をつけ、高値警戒感から利益確定の動きが強まっ

たこと 
（上昇） 米国において税制改革法案の成立の可能性が高まったことや、米中の経済指標が堅調

だったことなどから世界的な景気拡大への期待が高まったこと 
（下落） 米財務長官の米ドル安容認発言などから１ドル108円台まで円高が進行したことや、

米国の長期金利上昇などから米国株式市場が下落したこと 
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（下落） 米雇用統計で賃金の上昇が確認され、インフレ圧力の高まりが景気拡大への足かせに
なるとの警戒感から、リスク回避的な動きが強まったこと 

（下落） トランプ米大統領が、鉄鋼・アルミニウムに関税を課す輸入制限を発動する方針を表
明したことで保護主義への警戒感が強まったこと 

 
第８期（2018年３月24日～2019年３月25日） 
（上昇） 中国の習近平国家主席が外国資本による中国企業への出資制限の緩和や自動車関税の

引き下げなどを表明したことで通商問題の緩和への期待が高まったことや、日米首脳
会談において米国の貿易赤字縮小のために対日圧力を強めるとの懸念が和らいだこと 

（上昇） 2018年４月の米雇用統計で失業率が18年ぶりの低水準となったことや、米国の長期金
利上昇などを背景に円安ドル高が進行したことから、輸出採算の改善が期待された製
造業などを中心に買いが優勢となったこと 

（下落） トランプ米大統領が米国への自動車輸入関税の引き上げを示唆したことで保護主義強
化への警戒感が高まったことや、イタリアの総選挙を受けた政治的混乱への懸念の高
まりからユーロが大幅下落したことなどで、投資家のリスク回避姿勢が強まったこと 

（下落） トランプ米大統領が中国の知的財産侵害に対する制裁関税を巡り新たに追加関税を検
討すると発表し中国商務省も対抗措置の可能性を示したとの報道などから、投資家の
リスク回避姿勢が強まったこと 

（上昇） 米国が欧州自動車への関税撤廃を提案したとの報道から貿易摩擦に対する懸念が和ら
いだことや、FRB議長の議会証言を受けて一時１ドル113円台まで円安ドル高が進行
したこと 

（下落） 米中貿易摩擦への懸念を背景とした中国株式市場や人民元の下落などを受けて投資家
のリスク回避姿勢が強まったことや、トルコリラの急落に伴う新興国通貨の大幅下落
やトルコ向け債権を保有する欧州銀行への不安が高まったこと 

（上昇） 米中の貿易通商協議再開への期待から両国間の貿易摩擦への懸念がいったん後退した
ことや、トルコ中央銀行が政策金利の大幅利上げを実施したことで新興国市場への過
度な不安感が解消されたこと 

（下落） 中国製スパイチップによる米国へのサイバー攻撃報道を受けた米中貿易摩擦への警戒
感が高まったことや、中国の７－９月期の実質GDP成長率鈍化に加えて、本格化した
米国主力企業の７－９月期決算において貿易摩擦の影響が一部見られ始めるなど、世
界的な景気減速が懸念されたこと 

（上昇） 米国の中間選挙が市場予想通りの結果となり投資家のリスク回避姿勢が弱まったこと 
（下落） 米スマートフォン大手企業の製品販売台数不振などから米国株がハイテク株を中心に

大きく下落したことや、中国通信機器大手企業の幹部が米国の要請を受けたカナダ当
局に逮捕されたことで貿易摩擦への懸念が再燃したこと 

（上昇） FRB議長が柔軟な金融政策運営方針を示したことで今後の金融引き締めへの懸念が薄
らいだことや、米中の通商協議進展への期待から貿易摩擦激化への警戒感が和らいだ
こと 
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（上昇） 大手企業の大規模な自社株買いなどが好感されたことや、FOMC議事要旨で保有資産
縮小の年内停止方針が示され今後の金融引き締めへの懸念が薄らいだこと 

（下落） 中国政府による2019年の経済成長率目標の引き下げで世界的な景気減速懸念が再燃し
たこと 

 
第９期（2019年３月26日～2020年３月23日） 
（上昇） 中国の３月製造業PMIが改善したことや、米中通商協議進展への期待が高まったこと

などから景気の先行きへの懸念が和らいだこと 
（下落） ５月の大型連休中のトランプ米大統領による対中関税引き上げ表明で米中貿易摩擦激

化への懸念が高まり米国株式市場が下落したことや、米国による中国通信機器企業の
製品に対する輸入制限導入を受けて、国内ハイテク企業などへの悪影響が懸念された
こと 

（上昇） パウエルFRB議長が政策金利引き下げの可能性を示唆したことや、米国がメキシコに
対する制裁関税を見送ったことなどから投資家のリスク回避姿勢が和らいだこと 

（下落） トランプ米大統領が中国からの輸入品3,000億ドル相当に対して10％の追加関税を表
明したことや中国の報復的な対米関税引き上げなどで投資家のリスク回避の動きが強
まったこと 

（上昇） 米国政府が対中追加関税の一部延期を表明したことや、ECBが３年半ぶりに金融緩和
の強化に踏み切ったこと 

（上昇） 米中閣僚級通商協議において中国による米国農産品の購入拡大などで部分合意がなさ
れたことから投資家心理が改善したことや、米国による中国大手通信機器メーカー製
品の一部購入再開との報道などもあり貿易摩擦への懸念が和らいだこと 

（上昇） 米中が部分的な通商合意に至り米国による12月の対中追加関税が見送られたことや、
英国の総選挙において保守党が大勝し英国のEU離脱を巡る不透明感が薄らいだこと 

（下落） 中国で発生した新型コロナウイルスの感染拡大が世界景気に悪影響をもたらすとの見
方が広がったこと 

（上昇） 米国の１月ISM製造業景気指数が2019年７月以来の拡大を示したことや、中国が１月
の米中通商協議の一部合意を受けて米国の一部製品への関税引き下げを発表したこと
などで貿易摩擦激化への警戒感が和らいだこと 

（下落） 中国の新型コロナウイルス新規感染者数が急増したことや、米国大手スマートフォン
メーカーが新型コロナウイルス感染拡大の影響により売上が予想に届かない見通しを
発表するなど企業活動鈍化への懸念が高まったこと 

（下落） WHO（世界保健機関）が新型コロナウイルスについて「パンデミック（世界的大流
行）」状況にあると表明したことや、米国政府が欧州から米国への渡航停止を発表し
世界経済停滞への警戒感が高まったこと 

 
第10期（2020年３月24日～2021年３月23日） 
（上昇） 日本政府から緊急事態宣言が出されたものの、今後の国内の新型コロナウイルス感染

者数の増加に歯止めがかかると期待されたこと 
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（上昇） 新型コロナウイルスのワクチン開発報道が相次いだことや国内外の経済活動再開によ
る景気回復期待が高まったこと 

（下落） 米国で新型コロナウイルスの新規感染者数の増加ペースが速まったことなどで、利益
確定の動きが強まったこと 

（上昇） 米中の景気指標が改善したことや、新型コロナウイルスのワクチン供給への期待が高
まったこと 

（上昇）安倍前政権を継承した菅新政権が誕生し、今後の景気対策への期待が高まったこと 
（下落） 欧州の新型コロナウイルス新規感染者数の拡大が続いたことでドイツ、フランスなど

主要国での行動制限が強化されるなど、景気の先行きへの懸念が高まったこと 
（上昇） 米国大統領選挙において民主党のバイデン氏勝利との見方が強まったことで投資家心

理が改善したことや、米大手製薬会社の新型コロナウイルスワクチンが高い有効性を
示したことで世界的な経済活動回復への期待が広がったこと 

（上昇） 米国などにおける新型コロナウイルスのワクチン接種開始を受けて世界経済の正常化
に向けた期待が高まったことや、国内外の堅調な経済指標により経済の回復が続いて
いることが確認されたこと 

（上昇） 米国において大統領、上院、下院いずれも民主党が制す「トリプルブルー」が決定的
となったことで大型の経済対策などへの期待が高まったこと 

（下落）米国の長期金利が大幅上昇したことなどで金利動向への警戒感が高まったこと 
（上昇） 米国の1.9兆ドル規模の追加経済対策が下院を通過したことで、経済活動の正常化へ

の期待が高まったこと 
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○参考指数との対比 

設定来では、参考指数の140.7％の上昇に対し、基準価額の騰落率※は120.8％の上昇となり

ました。 
 
※基準価額の騰落率は、分配金（税込み）を再投資して算出しております。 

 

 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注）参考指数は、東証株価指数（TOPIX）です。 
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○１万口当たりの費用明細 (2020年３月24日～2021年３月23日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 263  1.650  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (123)  (0.770)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） (123)  (0.770)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） ( 18)  (0.110)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 13   0.079   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 13)  (0.079)   

（c） そ の 他 費 用 1   0.003   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  1)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 277   1.732    

期中の平均基準価額は、15,926円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊ 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小

数第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

○総経費率 
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税

を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）

は1.65％です。 

 

 

 
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 
（注）各比率は、年率換算した値です。 
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2020年３月24日～2021年３月23日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円  千株  千円 
上場 94 195,170  897  3,036,811 
 ( 6) (     －)  

 
＊ 金額は受け渡し代金。 
＊ 単位未満は切り捨て。 
＊ ( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2020年３月24日～2021年３月23日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 3,231,981千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 2,222,424千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.45   
 
＊ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2020年３月24日～2021年３月23日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 195 8 4.1 3,036 527 17.4 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 1,831千円 
うち利害関係人への支払額（B） 417千円 

（B）／（A） 22.8％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野
村證券株式会社です。 
 

株式 

利害関係人との取引状況 
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○組入資産の明細 (2021年３月23日現在) 

 

 2021年３月23日現在、有価証券等の組入れはございません。 

 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株 

鉱業  

国際石油開発帝石 12 

建設業  

コムシスホールディングス 20 

五洋建設 66 

大和ハウス工業 5.2 

関電工 43 

日揮ホールディングス 3 

パルプ・紙  

王子ホールディングス 12 

化学  

信越化学工業 6.8 

ＪＳＲ 30 

ＫＨネオケム 2 

エフピコ 3 

ガラス・土石製品  

日本特殊陶業 5 

非鉄金属  

住友金属鉱山 1.2 

住友電気工業 32.1 

金属製品  

文化シヤッター 18.8 

機械  

ＮＩＴＴＯＫＵ 11 

平田機工 0.5 

ＳＭＣ 1.9 

小松製作所 14 

帝国電機製作所 45 

荏原製作所 18 

ダイキン工業 8.6 

新晃工業 21 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株 

スター精密 2 

電気機器  

日立製作所 18.9 

日本電産 3.1 

富士通 5.8 

ヒロセ電機 2.7 

横河電機 2 

エスペック 13 

キーエンス 2.9 

日本セラミック 2.5 

ファナック 0.4 

芝浦電子 1.3 

ローム 9 

村田製作所 12.4 

小糸製作所 5 

輸送用機器  

豊田自動織機 12 

太平洋工業 1 

本田技研工業 14 

日本精機 1 

シマノ 2.3 

精密機器  

トプコン 8 

電気・ガス業  

レノバ 20 

大阪瓦斯 24 

陸運業  

東急 6 

東日本旅客鉄道 0.3 

情報・通信業  

トレンドマイクロ 5.7 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株 

日本ユニシス 21.5 

日本電信電話 20.5 

ＫＤＤＩ 21.4 

エヌ・ティ・ティ・データ 52 

ソフトバンクグループ 4.5 

卸売業  

シークス 2 

伊藤忠商事 31 

三菱商事 13 

伊藤忠エネクス 14.9 

小売業  

日本瓦斯 4 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

株  数 

 千株 

その他金融業  

オリックス 28 

不動産業  

パーク２４ 4 

三井不動産 10 

住友不動産 1 

スターツコーポレーション 14 

合 計 
株 数 797 

銘  柄  数 63 
 
＊ 各銘柄の業種分類は、期首の時点での分類に基づいています。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2021年３月23日現在) 

項 目 
償 還 時 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

コール・ローン等、その他 2,351,361 100.0 

投資信託財産総額 2,351,361 100.0 
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 
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○資産、負債、元本及び償還価額の状況 （2021年３月23日現在) 

項 目 償 還 時 

  円 

(A) 資産 2,351,361,360   

 コール・ローン等 2,351,361,360   

(B) 負債 25,894,370   

 未払解約金 6,052,621   

 未払信託報酬 19,800,899   

 未払利息 1,304   

 その他未払費用 39,546   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,325,466,990   

 元本 1,215,977,231   

 償還差益金 1,109,489,759   

(D) 受益権総口数 1,215,977,231口 

 １万口当たり償還価額(Ｃ／Ｄ) 19,124円26銭 
 
（注）期首元本額は1,566,750,633円、期中追加設定元本額は

12,695,988円、期中一部解約元本額は363,469,390円、１口
当たり純資産額は1.912426円です。 

 

○損益の状況 (2020年３月24日～2021年３月23日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 37,358,448   

 受取配当金 37,379,889   

 受取利息 △            3   

 その他収益金 8,603   

 支払利息 △       30,041   

(B) 有価証券売買損益 909,519,754   

 売買益 1,066,663,805   

 売買損 △  157,144,051   

(C) 信託報酬等 △   38,320,685   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 908,557,517   

(E) 前期繰越損益金 △   26,005,232   

(F) 追加信託差損益金 226,937,474   

 (配当等相当額) (    202,136,966)  

 (売買損益相当額) (     24,800,508)  

 償還差益金(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,109,489,759   
 
＊ 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 
＊ 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加

設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をい
います。 
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○投資信託財産運用総括表 
 

信 託 期 間 
投資信託契約締結日 2011年５月25日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2021年３月23日 資 産 総 額 2,351,361,360円 

区   分 投資信託契約締結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託 
負 債 総 額 25,894,370円 

純 資 産 総 額 2,325,466,990円 

受益権口数 31,956,717,679口 1,215,977,231口 △30,740,740,448口 受 益 権 口 数 1,215,977,231口 

元 本 額 31,956,717,679円 1,215,977,231円 △30,740,740,448円 １万口当たり償還金 19,124円26銭 

毎計算期末の状況 

計 算 期 元 本 額 純資産総額 基準価額 
１万口当たり分配金 

金   額 分 配 率 

第１期 26,365,904,330円 25,415,477,920円 9,640円 0円 0.0％ 

第２期 9,285,640,995   10,900,606,928   11,739   100   1.0   

第３期 5,139,695,116   6,867,256,601   13,361   250   2.5   

第４期 3,728,633,302   6,230,655,680   16,710   400   4.0   

第５期 3,211,031,793   4,518,921,574   14,073   250   2.5   

第６期 2,374,329,654   3,703,528,875   15,598   320   3.2   

第７期 2,022,047,270   3,494,297,211   17,281   450   4.5   

第８期 1,829,663,818   2,741,595,046   14,984   280   2.8   

第９期 1,566,750,633   1,824,513,386   11,645   130   1.3   
 
 
 

○償還金のお知らせ  

１万口当たり償還金（税込み） 19,124円26銭 
 
 
 

○お知らせ 

該当事項はございません。 

 

 


